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第１章 平成19年度事業進捗状況等の報告第１章 平成19年度事業進捗状況等の報告



共同アウトソ シングは 複数の自治体が共同して電子自治体業務の外部委託（アウトソ シン

１．平成１９年度事業について

共同アウトソーシングは、複数の自治体が共同して電子自治体業務の外部委託（アウトソーシン
グ）を行うことにより、民間のノウハウも活用しながら低コストで高いセキュリティ水準のもと共同

データセンターにおいて情報システムの運用を行うものである。

■平成１９年度事業について

【基本的な考え方】

共同アウトソーシングの普及・利活用促進のための取り組みへ重心を移す。

○ バックオフィス系（基幹業務、内部管理業務）情報システムの共同アウトソーシングは
業務改革や費用削減の効果が高いと見込まれるため、これを推進する。

○ 共同アウトソーシングの導入についても引き続き支援し、普及を促進する。

【実施事業】

（１）共同アウトソーシングレガシーシステム移行促進事業

（２）共同アウトソ シング支援人材サポ ト事業（２）共同アウトソーシング支援人材サポート事業

※ 昨年度に引き続き、地方公共団体向けの以下の調査を実施

・業務システムの導入及び運用に要する経費等の調査業務システムの導入及び運用に要する経費等の調査

・電子自治体構築への取組み等の調査
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２．１ 平成１９年度レガシーシステム移行促進事業

レガシーシステム化している場合が多く見られるバックオフィス系の業務システムに

ついて、共同アウトソーシング・システムを用いた共同アウトソーシングの本番運用

に向けた移行及び運用に係る実証を行う。

プロジ クト全体統括

（財）地方自治情報センター
【事業主体】

総務省

電子自治体の推進に ・ プロジェクト全体統括
・事業運営に関する支援
・要求仕様の策定支援、助

言、提案等
・プロジェクト計画及び成果

【事業主体】

【PMO】
青山学院大学
ず 情報総

電子自治体の推進に
関する懇談会 助言等

レビューみずほ情報総研
デュオシステムズ

共同アウトソーシング
評価委員会 評価･

指示

財務会計システム
移行実証

介護保険システム
移行実証

生活保護システム
移行実証

・事業に係る実施計画の策定
・移行実証

-構想・企画
庶務事務システム

移行実証移行実証

移行実証団体：
西いぶり広域連合
（室蘭市/登別市/

移行実証

移行実証団体：
高知県

共同アウトソーシング

移行実証

移行実証団体：
広島県

構想 企画
-移行
-運用
-保守
-団体内／団体間の調整

・システム開発

移行実証

移行実証団体：
京都府

自治体情報化

444

（室蘭市/登別市/
伊達市/壮瞥町）

共同アウトソ シング
推進協議会

・システム開発
・ノウハウ等の収集
・報告書等作成

自治体情報化
推進協議会



２．２．１ 事業の進捗報告①（西いぶり広域連合）

■進捗状況

項番 作業内容 進捗状況

1 業者選定 完了

■進捗状況
●移行実証システム：財務会計システム

●実施内容

・平成19年度における試験運用実施

2 システム調整 完了

3 環境設定 完了

4 データ移行 完了

・平成20年度までにおける本番運用開始

デ タ移行 完了

5 インタフェイス開発 完了

6 操作研修 完了

7 試験運用 進行中7 試験運用 進行中

8 報告書作成 完了

9 旧システム稼働 進行中■主な課題と対応

項番 項目 内容 対応

１ 業務移行 科目体系が各市町で異なる。
（事業別予算を使用している団体と款項目別予
算を使用している団体がある）

事業別予算の体系で各市町を統一す
る方向で検討を行った。

算を使用している団体がある）

２ 業務移行
システム移行

実際にシステムを操作できる環境がなく、業務
移行の検討が進まない。

テスト環境を用意して対応した。

シ テム移行

55

３ システム移行 システム移行に係る人員の追加が必要になる
可能性がある。

スケジュール調整を実施した。



２．２．２ 事業の進捗報告②（京都府自治体情報化推進協議会）

項番 作業内容 進捗状況

■進捗状況
●移行実証システム：庶務事務システム

●実施内容

・平成19年度における試験運用実施
1 移行計画作成 完了

2 システム検討 完了

3 システム運用検討 完了

・平成19年度における試験運用実施

・平成20年度までにおける本番運用開始

3 システム運用検討 完了

4 移行実証 完了

5 報告書作成 完了

■主な課題と対応

項番 項目 内容 対応

１ システム検討 休暇の種類と制限 市町村ごとの休暇の種類や制限の違いをシステムの
設定又は運用で対応できるかを検討した。

２ システム運用検討 運用監視 どのような方法でサーバを監視するのが効率的かを
検討した。
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２．２．３ 事業の進捗報告③（広島県）

■進捗状況

項番 作業内容 進捗状況

1
機能強化対象の選定、

完了

■進捗状況
●移行実証システム：生活保護システム

●実施内容

・平成19年度までにおける本番運用開始
1

機能要件定義
完了

2 調達仕様書作成 完了

3
追加機能開発（機能強

完了

※平成20年1月より参加団体(広島県および
15市町)において本番運用開始

3
化）

完了

4
機能検証およびシステ
ム間連携テスト

完了

5 報告書作成 完了5 報告書作成 完了
■主な課題と対応

項番 項目 内容 対応

１ 追加機能項 昨年度の人材サポート事業等であがってきた参 追加機能項目を決定し、業者選定が１ 追加機能項
目の選定

昨年度の人材サポ ト事業等であがってきた参
加市町及び県の機能追加要望を取りまとめ追
加機能項目を選定することが必要。

追加機能項目を決定し、業者選定が
完了した。

２ 追加機能開 共同利用システムについての各市町から新たに 緊急を要する改修については 先行し２ 追加機能開
発

共同利用システムについての各市町から新たに
あげられている改修要望について、対応の可否
を検討要。
特に、緊急を要する改修については、早急に対
応する必要がある

緊急を要する改修については、先行し
て実施、リリースすることとした。
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応する必要がある。



２．２．４ 事業の進捗報告④（高知県共同アウトソーシング推進協議会）

■進捗状況

項番 作業内容 進捗状況

1 契約 完了

■進捗状況
●移行実証システム：介護保険システム

●実施内容

・平成19年度における試験運用実施 契約 完了

2
個別業務システムとのデー
タ連携

完了

3
既存介護システムからの
デ

完了

・平成20年度までにおける本番運用開始

3
データ移行

完了

4
統合連携システム経由に
よるシステム間連携

完了

5 職員操作研修 進行中5 職員操作研修 進行中
■主な課題と対応

項番 項目 内容 対応

１ システム仕
様

口座振替依頼を、出納室から全税目を
まとめて行っているが、今後どのように
なるか。

現行の口座振替依頼から介護保険を除く事は可能。
共同利用介護保険システム側で口座引き落しファイル
を作成し、各金融機関と委託契約をする。

２ 運用環境 カスタマイズの為、開発環境機器及び
COBOL2002 Net Server Suiteが必要。

①運用サーバに環境構築する。
②事業者保有のソフト使用。
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３．１ 平成1９年度支援人材サポート事業

地方公共団体における共同アウトソーシングの導入促進、地元企業の人材育

成を図る。（平成18年度と同様）

（財）地方自治情報センター
プロジ クト全体統括

総務省

電子自治体の推進に

共同 ウト シ グ

【事業主体】

【PMO】
青山学院大学

・ プロジェクト全体統括
・ 事業運営に関する支援
・ 導入支援事業者に対する研修等
・ 団体からの報告等の評価

他WG等との整合性に関する

助言等
電子自治体の推進に

関する懇談会

共同アウトソーシング
評価委員会

みずほ情報総研
デュオシステムズ

・ 他WG等との整合性に関する
調整・連携

評価･
指示

・ 導入実施報告書の作成

施設予約システム

岡山県

北海道
統合連携システム

西いぶり広域連合

導入実施報告書の作成
・ 差異結果報告
・ 導入支援の評価
・ 導入支援業者の研修評価
・ 技術支援の評価

9

技術支援の評価



３．２．１ 平成１９年度進捗状況（西いぶり広域連合）

LASDEC ( PMO) 導入実施団体 導入支援事業者 委託先地元企業 パッケージ提供ベンダ

10月
導入支援事業者
へのPMO研修等
の実施

PMO研修等
の受講

の実施

11月
導入支援事業者に
よる研修の受講

12月
中間報告書のレ
ビュー

中間報告書等の作
成・提出

中間報告書
等の作成・

中間報告書等
の作成・提出導

システム
構築等

技
12月 ビュー 成・提出 等の作成・

提出
の作成・提出

1月
共同アウトソーシ
ング推進協議会

の中間報告

導
入
支
援

技術支援
受入

術
支
援

への中間報告

2月
報告書等の作成
最終報告書等の提
出

報告書等の
作成・提出

報告書等の
作成・提出

援
受入

3月

6月 評価委員会

斜字：完了事項斜字：完了事項
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３．２．２ 課題と検討状況(西いぶり広域連合）

● 主な課題と対応● 主な課題と対応

項番 区分 内容 対応

１ インター リクエスタがサービス呼び出しに失敗した場合、再度呼 再送を行うのではなく、アラートを出し、ログに
フェース び出しを行うべきか否か、行うならば何回までということ

を決める必要か。
吐くというのが現実的と思われる。今回は、再
送は行わず、ログ出力とする。

２ サーバ構
成・運用

コントローラとしてバックアップが必要なものは何か。（
障害復旧時に戻して有効なものはあるか）また、ＤＢの
容量はど くら が必要か

プロセス定義情報などの情報が、構築時や設
定変更時にバックアップが必要。また、必要容
量は 上容量はどのくらいが必要か。 量は、５Ｇ以上。

３ インター
フェース

当初は異動データのみをWEBサービスにて連携を行う
予定だったが、連携先業務システムベンダ側からの要
望で、障害時のデータ復旧なども視野に入れた過去デ

タの連携も行うこととした 当面は１か月程度の異動

運用性、障害対応の両面から最終的な期間を
決定する。このため、期間については容易に変
更できるような仕組みを用意した。

ータの連携も行うこととした。当面は１か月程度の異動
データを保持、対応することにしたがこの期間は妥当か
。

４ インター
フェース

データ移行等で既存のデータを利用する際には半角カ
ナ 半角記号などデータ受領システム側では想定して

外字については、現在の連携システム間にお
いては 外字の統一化が図られているため 特フェ ス ナ、半角記号などデ タ受領システム側では想定して

いない文字が含まれている場合、データ受領側はこの
ようなイレギュラーなケースへの対応を考慮する必要が
あると思われる。また、外字についても同様に対応を考
慮する必要がある。

いては、外字の統 化が図られているため、特
に対応は必要ないが、今後導入されるシステム
において文字コードの確認、制約などを検討し
た。

５ 運用 統合連携コントローラーに障害が発生したときの連絡
経路、および復旧にあたって誰がどのような手続きで行
うか、各ベンダ側の対応などの取り決めが必要

運用設計にて、取り決めを行った。
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３．２．３ 平成１９年度進捗状況（岡山県）

LASDEC ( PMO) 導入実施団体 導入支援事業者 委託先地元企業 パッケージ提供ベンダLASDEC ( PMO) 導入実施団体 導入支援事業者 委託先地元企業 パッケ ジ提供ベンダ

10月
導入支援事業者
へのPMO研修等
の実施

PMO研修等
の受講

導入支援事業者に
11月

導入支援事業者に
よる研修の受講

12月
中間報告書のレ
ビュー

中間報告書等の作
成・提出

中間報告書
等の作成・

中間報告書
等の作成・提

導
入

システム
構築等

技
術

提出 出

1月
共同アウトソーシ
ング推進協議会へ
の中間報告

支
援

技術支援
受入

術
支
援

2月
報告書等の作成
最終報告書等の提
出

報告書等の
作成・提出

報告書等の
作成・提出

3月

受入

3月

6月 評価委員会

斜字：完了事項斜字：完了事項
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３．２．４ 課題と検討状況（岡山県）

主な課題と対応

項番 区分 内容 対応

● 主な課題と対応

１ システム信
頼性

システムの信頼性
レベルをどこまで高
めるか。

検討内容は次のとおり。

iDCファシリティ環境の確保、システム監視、保守契約（ハード、ミ
ドルウエア）、バックアップ（システム、データ）、予備機の確保（コ
ールドスタート） DBサーバ・APサーバ等の一部多重化 システールドスタート）、DBサーバ・APサーバ等の 部多重化、システ
ム構成要素の完全多重化等どこまで高めるか。

２ システムの
セキュリティ

セキュリティ対策を
どこまで高めるか。

検討内容は次のとおり。

SSL、Ｆ／W、ウイルス対策、サーババッチ適用、ＩＤＳ（侵入検知）
対策 改ざん検知、データセンター設備の確保の対策、ＬＧＷＡN－ＡＳ

Ｐ等どこまで高めるか。
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４．１ 平成１９年度共同アウトソーシング推進協議会の概要

協議会の成果を全国的な場で報告協議会の成果を全国的な場で報告

【【座座 長長】】 京都府京都府 【【副副 座座 長長】】 北海道北海道

協協 議議 会会 情報交換・共有・流通、部会の共通課題の抽出・評価、全国的な場での報告等情報交換・共有・流通、部会の共通課題の抽出・評価、全国的な場での報告等

【【座座 長長】】 京都府京都府 【【副副 座座 長長】】 北海道北海道

【【メンバーメンバー】】 帯広市、山梨県、甲府市、帯広市、山梨県、甲府市、 岐阜県、岐阜市、宇治市、岡山県、倉敷市、岐阜県、岐阜市、宇治市、岡山県、倉敷市、

徳島県、鳴門市、徳島県、鳴門市、宮崎県、宮崎市、高知県宮崎県、宮崎市、高知県

・全国都道府県情報管理主管課長会の全国・全国都道府県情報管理主管課長会の全国77ブロックより、電子自治体構築で先行する団体（都道府県：１、市町村：１）ブロックより、電子自治体構築で先行する団体（都道府県：１、市町村：１）
・システム部会の部会長を務める団体・システム部会の部会長を務める団体

【【部部 会会 長長】】 高知県高知県

システム部会システム部会 プログラム維持管理体制等の整備プログラム維持管理体制等の整備

【【メンバーメンバー】】 香南市、熊本県、熊本市、広島県、尾道市香南市、熊本県、熊本市、広島県、尾道市

日本電気、日立製作所、富士電機システムズ、日本電気、日立製作所、富士電機システムズ、 三菱電機、国際航業、三菱電機、国際航業、

富士通東北システムズ、オーイーシー、富士通東北システムズ、オーイーシー、HARPHARP
〔〔電子自治体協議会代表団体 パッケージベンダ等電子自治体協議会代表団体 パッケージベンダ等〕〕
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【事務局】 （財）地方自治情報センター

〔〔電子自治体協議会代表団体、パッケージベンダ等電子自治体協議会代表団体、パッケージベンダ等〕〕



４．２．１ 平成１９年度の開催状況（推進協議会）

■開催状況と検討内容■開催状況と検討内容

開催日 議題

第７回
共同アウトソーシング推進協議会に係る実施報告について

第７回
（７月３１日）

共同アウトソーシング導入の手引きについて
共同アウトソーシング・システム利用規約について

第８回
システム部会開催報告について
業務システムの導入及び運用に要する経費等の調査等の実施について

（１０月１９日）
業務システムの導入及び運用に要する経費等の調査等の実施について
共同アウトソーシング・システム一覧表の整備について

第９回

「業務システムの導入及び運用に要する経費等の調査」の実施状況と分析について
「業務システムの導入及び運用に要する経費等の調査」の活用促進に関する検討について

第９回
（１月２３日）

「電子自治体構築への取り組み等の調査」の実施状況と分析について
システム部会開催報告について
共同アウトソーシング事業の進捗状況について

システム部会開催報告について
第１０回

（３月１３日
予定）

システム部会開催報告について
共同アウトソーシング導入の手引き改訂案について
平成２０年度における共同アウトソーシング事業について
鳴門市における情報システム資産管理台帳の整備のご照会
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４．２．２ 平成１９年度の開催状況（システム部会）

■開催状況と検討内容

開催日 議題

共同アウトソ シング システムの調査について
第８回

（８月２７日）

共同アウトソーシング・システムの調査について
共同アウトソーシング・システムの利活用について
共同アウトソーシング・システム一覧表からの削除手続について
ユーザ会について

第９回
（１１月７日）

共同アウトソーシング・システムの費用モデル等調査結果について
共同アウトソーシング一覧表登録規約の改訂案について
共同アウトソーシング・システム一覧表の整備について

共同アウトソーシング・システムの費用モデル等再調査結果について
第１０回

（２月１２日）

共同アウトソーシング・システムの費用モデル等再調査結果について
ユーザ会の取り組み状況について
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４．３ 平成１９年度の成果

■活動成果（予定）

ア． 「共同アウトソーシング導入の手引き（改訂版） 」

バ クオ 系 導 事例 成功

共同アウトソーシングシステム

導入の手引き（改訂版）：イメージ

・バックオフィス系システムの導入事例、成功要因

等の紹介

・「業務システムの導入及び運用に要する経費等の費

調査」の活用方法に関する地方公共団体向け解説

イ． 「費用モデル等調査結果」

・共同アウトソーシング・システム

共同アウトソーシングシステム

一覧表：イメージ

を導入する場合の費用試算
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第２章 平成20年度の事業方針案等の報告第２章 平成20年度の事業方針案等の報告



５．１ 平成２０年度事業について

基本的な考え方

共同アウトソーシングの普及・利活用促進に向けた取り組みの一層の推進を図る。

業務改革や費用削減の効果が高いと見込まれるバックオフィス系（基幹業務、内部管理
業務）情報システムの共同アウトソーシングについて引き続き支援し、普及促進を図る。

バックオフィス系以外の情報システムについても、共同アウトソーシングによる住民サー
ビスの向上及び業務改革の効果が高いと見込まれるものについて支援を行い、普及促
進を図る

平成２０年度事業について

進を図る。

● 共同アウトソーシングレガシーシステム移行促進事業 （継続事業（H19～））
▶ レガシーシステム化している場合が多く見られるバックオフィス系の業務システムについ

て、共同アウトソーシング・システムを用いた共同アウトソーシングの本番運用に向けた
移行及び運用に係る実証を行う移行及び運用に係る実証を行う。

▶ 移行実証の成果は、他の地方公共団体に公開し、その活用を図る。

● 住民サービス向上及び業務改革推進事業 （新規事業）● 住民サ ビス向上及び業務改革推進事業 （新規事業）
▶ 共同アウトソーシング事業の目標である住民サービスの向上及び地方公共団体の業務

改革等について、共同化の効果に関する評価・測定等を行い、効果を上げるための取組
みや導入・運用のノウハウを取りまとめる。
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▶ 得られた知見を地方公共団体間で共有することにより、地方公共団体におけるシステム
共同化の推進を図る。



５．２ 住民サービス向上及び業務改革推進事業

共同アウトソーシング事業の目標である住民サービスの向上及び地方公共団体の業務改革等に

ついて、共同アウトソーシング実施による効果を広く地方公共団体に周知し、これを推進するもの。

共同アウトソーシング事業の目標である住民サービスの向上及び地方公共団体の業務改革等に

ついて、共同アウトソーシング実施による効果を広く地方公共団体に周知し、これを推進するもの。

１． 目 的

共同アウトソーシング事業の目標である住民サービスの向上及び地方公共団体の業務改革等

に いて 共同化の効果に関する評価 測定等を行い 効果を上げるための取組みや導入 運用

共同アウトソーシング事業の目標である住民サービスの向上及び地方公共団体の業務改革等

に いて 共同化の効果に関する評価 測定等を行い 効果を上げるための取組みや導入 運用

２． 概 要

について、共同化の効果に関する評価・測定等を行い、効果を上げるための取組みや導入・運用

のノウハウを取りまとめ、得られた知見を地方公共団体間で共有することにより、地方公共団体

におけるシステム共同化の推進を図る。

について、共同化の効果に関する評価・測定等を行い、効果を上げるための取組みや導入・運用

のノウハウを取りまとめ、得られた知見を地方公共団体間で共有することにより、地方公共団体

におけるシステム共同化の推進を図る。

（財）地方自治情報センター

助成
成果のフィ ドバック

成果・ノウハウの公開

地方公共団体

地方公共団体

導入実証団体

共同アウトソーシング実施による効果の

モデルシステム導入による
共同アウトソーシング

共同アウトソーシング
による効果

助成
評価の枠組みの提示

成果のフィードバック

共同アウトソーシン
グ事業成果物

（ デ シ テム）

よりよい効果を上げるための取組み、各種手
法等の適用（業務・システム刷新化等）

住民サービスの向上

業務改革

共同アウトソーシング実施による効果の
評価・測定等

（モデルシステム）

経費削減等
導入・運用のノウハウの整理・蓄積
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５．３．１ 住民サービス向上及び業務改革推進事業の進め方（１）

（１）被災者支援システムに関する広報活動（※事業の枠としては本事業とは別となる）

総務省及びLASDECは、全国の自治体に向けた告知やセミナーの開催等、被災者支援システム

０ 広報活動等 担当：総務省、ＬＡＳＤＥＣ

総務省及 、 国 自治体 告 ナ 開催等、被災者支援

の活用促進のための広報活動を行う。

１ 調査検討 担当 ＬＡＳＤＥＣ ＰＭＯ

（１）効果測定の枠組みの検討

LASDECは、共同化の効果を測定し評価するための枠組みを検討・整理し、共同アウトソーシ

ング実施団体に提示する

１ 調査検討 担当：ＬＡＳＤＥＣ、ＰＭＯ

ング実施団体に提示する。

２ 導入実証(続く) 担当：共同アウトソーシング実施団体

（１）事前検討（評価指標、導入方策）

共同アウトソーシング実施団体は、LASDECから提示された効果測定の枠組みに基づいて、

具体的な評価指標及び目標を検討・設定する（例：住民サービスの向上に関して、評価指標

として「申請受付から処理完了通知までの時間」、目標を「１０分以内とする」等）。

設定した評価指標を踏まえ、よりよい効果を上げるための取組み（制度等の整備、モデルシ

ステムの改修・機能強化、システム運用形態の整理等）、業務・システム刷新化手法等を参

考とした業務改善を検討する考とした業務改善を検討する。
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５．３．２ 住民サービス向上及び業務改革推進事業の進め方（２）

（２）モデルシステムの導入

モデルシステム導入に関する環境整備等を行う。

２ 導入実証(続き) 担当：共同アウトソーシング実施団体

モデルシステム導入に関する環境整備等を行う。

必要に応じて、モデルシステムに効果を測定するための仕組みを組み込む。

必要な改修等を行い、モデルシステムを導入する。

（３）効果検証、ノウハウ等のとりまとめ

モデルシステムの導入効果を測定し結果をまとめる（平成２０年度内に測定可能な場合）。

事前検討に基づいた効果を上げるための取組み、各種手法の適用等について結果をまとめる。

システムの導入 運用のノウハウについてまとめるシステムの導入・運用のノウハウについてまとめる。

取りまとめた結果をLASDECにフィードバックする。

（１）成果のとりまとめと公表

LASDECは、共同アウトソーシング実施団体からのフィードバックを受け、評価の枠組み、評価指標、

３ 成果の公表 主担当：ＬＡＳＤＥＣ、ＰＭＯ

各種ノウハウ等について整理し、地方公共団体に対して公表する。
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５．４ 平成２０年度事業の推進体制及び役割分担

財 方自治 プ ジ ク 全体統括

総務省

電子自治体の推進に （財）地方自治
情報センター

PMO

・ プロジェクト全体統括
・ 事業運営に関する支援
・ 導入支援事業者に対する研修等
・ 団体からの報告等の評価

他 等と 整合性 関する

助言等
電子自治体の推進に

関する懇談会

共同アウトソーシング
評価委員会

PMO ・ 他WG等との整合性に関する
調整・連携

評価･
指示

住民サービス向上及び
業務改革し推進事業

レガシーシステム
移行促進事業

・ 事業に係る実施計画の策定・ 事業に係る実施計画の策定 ・事業に係る実施計画の策定・事業に係る実施計画の策定

・○○システム実証団体、△△システム実証団体、□□システム実証団体・・・・移行実証団体Ａ、移行実証団体Ｂ、移行実証団体Ｃ・・・

事業に係る実施計画の策定
・ 導入実証

－事前検討（評価指標、導入方策）
－モデルシステムの導入

・ 効果検証、ノウハウ等のとりまとめ

事業に係る実施計画の策定
・ 導入実証

－事前検討（評価指標、導入方策）
－モデルシステムの導入

・ 効果検証、ノウハウ等のとりまとめ

事業に係る実施計画の策定
・移行実証の実施

－構想・企画／移行／運用・保守／団体内／団体間の調整
・ノウハウ等のとりまとめと報告書作成

-実施作業及び実施手順／課題／協議内容／解決策等

事業に係る実施計画の策定
・移行実証の実施

－構想・企画／移行／運用・保守／団体内／団体間の調整
・ノウハウ等のとりまとめと報告書作成

-実施作業及び実施手順／課題／協議内容／解決策等効果検証、ノウハウ等のとりまとめ効果検証、ノウハウ等のとりまとめ 実施作業及び実施手順／課題／協議内容／解決策等実施作業及び実施手順／課題／協議内容／解決策等
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